
OECM と自然共生サイトについて」

環境省自然環境局自然環境計画課 小林 誠

令和5年25日



「OECM」



いま話題のOECMってなに？

2010年に日本で生まれた
全く新しい自然を守る方法です

30by30目標のカギ、OECM



【保護地域以外】で、
生物多様性保全に資する地域

Other Effective area-based Conservation Measures

30by30目標のカギ、OECM



OECM

OECM

OECM

保護地域以外にも、里地里山、水源の森、都市の自然など、様々な場所が生物多様性の
保全に貢献している



「自然共生サイト」
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「自然共生サイト」について

民間の取組等によって生物多様性の保全が図られている区域
（申請主体：企業、団体・個人、自治体）

自然共生サイト

認定申請

審査（認定主体：環境省）

「自然共生サイト」のうち、保護地域との重複を除外した区域

自然共生サイト

OECMとして国際データベースに登録
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保護地域、OECM、自然共生サイトの関係



「自然共生サイト」の対象となる区域について

企業の森、ナショナルトラスト、バードサンクチュアリ、ビオトープ、
自然観察の森、里地里山、森林施業地、水源の森、社寺林、
文化的・歴史的な価値を有する地域、企業敷地内の緑地、屋敷林、緑道、
都市内の緑地、風致保全の樹林、都市内の公園、ゴルフ場、スキー場、
研究機関の森林、環境教育に活用されている森林、防災・減災目的の森林、
遊水池、河川敷、水源涵養や炭素固定・吸収目的の森林、建物の屋上、
試験・訓練のための草原・・・

「自然共生サイト」の対象となる区域は、

例えば、

といった場所のうち、生物多様性の価値を有し、
企業、団体・個人、自治体による様々な取組によって、本来目的に関わらず
生物多様性の保全が図られている区域



自然共生サイトのイメージ

日本製紙 鳳凰社有林（山梨県）三井住友海上駿河台ビル（東京都）

富士通 沼津工場（静岡県） つくばこどもの森保育園（茨城県）



北海道大学雨龍研究林（北海道）

自然共生サイトのイメージ

柞の森（クヌギ植林地）（石川県）YKKセンターパークふるさとの森（富山県）

ソニー幸田サイト
（愛知県）



八王子市長池公園（東京都）

野比かがみ田緑地（神奈川県）

自然共生サイトのイメージ

長谷工テクニカルセンター（東京都）

所さんの目がテン！かがくの里（茨城県）



北九州市響灘ビオトープ（福岡県）

自然共生サイトのイメージ

南部町の里地里山ビオトープ（鳥取県）ｼｬﾄｰﾒﾙｼｬﾝ 椀子ｳﾞｨﾝﾔｰﾄﾞ（長野県）

奥びわ湖・山門水源の森（滋賀県）
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自然共生サイトの特徴

➢「場（範囲）」が分かる

➢所有者・管理者が分かる

➢生物多様性の価値が分かる

➢管理内容が分かる

生物多様性保全に貢献する場所として、

どこで だれが 何をやって どうなっているか
が見えるようになるのが、「自然共生サイト」



地域が自立し支えあう

第５次環境基本計画 地域循環共生圏



認定の進め方 イメージ

ステップ１：事前相談～本申請

ステップ２：事務局による予備審査

ステップ３：審査委員会による審査

ステップ４：認定及び結果通知

（OECM国際データベースへの登録）
認定された区域のうち、
保護地域との重複を除いた部分をOECM国際データベースへ登録。



「自然共生サイト」の認定基準

１．境界・名称に関する基準

２．ガバナンス・管理に関する基準

３．生物多様性の価値に関する基準

４．管理による保全効果に関する基準



以下のいずれかの価値を有すること

場

（１）重要性が既に認められている

（２）原生的自然

（３）二次的自然

（４）生態系サービス＆健全な生態系

（５）伝統文化

種
（６）希少種

（７）分布限定種

機
能

（８）動物の生活史

（９）緩衝機能・連結性

「自然共生サイト」の認定基準

「生物多様性の価値に関する基準」の具体的内容



認定・継続フロー（案）

認定

認定にかかる区域や管理措置等の内容を変更したい場合

認定取消

不認定

再審査
・審査委員会

変更認定 認定取消

基準を満たしている 基準を満たしていない

点検

変更申請
注）基準３「生物多様性の価値」
が同じ場合に限る

審査
・審査委員会

申請

継続認定を受ける意思がある

認定継続 認定取消

継続認定を受ける意思がない

基準を満たしている 基準を満たしていない管理の改善が必要

現況報告

基準を満たしている 基準を満たしていない

・審査委員会

現況報告

（原則５年毎）

（原則５年毎）

点検
・審査委員会

認定継続（要改善）

管理を改善



自然共生サイト

令和５年度からスタート

令和５年に100箇所認定を目指します
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貢献証書制度のイメージ

※これ以降、本資料では統治責任者・管理責任者・申請者を「実施主体」、企業・NPO・NGO・個人などの支援者を「支援主体」として
整理している。

※サイト認定の「認定証」と「認定内容の管理・証明」のそれぞれの位置づけ、内容の調整等は要整理。

統治責任者

認定機関

②サイト認定
（認定証発行）

④経済的支援等

①登録申請

証書発行機関

⑤貢献証書の発行

管理責任者

支援主体

企業

NPO・NGO

個人

実施主体

申
請
者

③認定内容の
管理・証明

紐づけ
（共通管理簿）

自然共生サイト（仮称）認定制度

貢献証書制度

• 実施主体と支援
主体のマッチング、
支援の検討に資
する情報

• 地域貢献の対外的PR

• TNFD等への対応 など
• 資金調達
• 人材確保 など

貢献証書：自然共生サイト（仮称）への支援行為（経済支援、人的支援等）を認証し、それを証明する書類



30by30アライアンス

30by30をみんなで進めていくための有志連合
➢ 2022年４月に発足。
➢ 企業、自治体、NPO法人等、340者が参加



30by30アライアンス

30by30アライアンスメンバーになろう！



ご静聴ありがとうございました。
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